
水防計画 新旧対照表 

 

現 行 修正案 備考 

第１章 総則 

第1節 用語の定義 

表1－1 用語の定義(1) 

用  語 定  義 

洪水予報河川 水防法第10条第2項、第11条第1項、気象業務法第14条の2第2項

及び第 3 項の規定に基づき、国土交通大臣または都道府県知事が洪水

により国民経済上重大又は相当な損害が生じるおそれがあるものとし

て指定した河川で、気象庁長官と共同して、一般に洪水の生じるおそれ

があることを周知する洪水予報を行うこととしている河川。 

 

（略） （略） 

水位周知下水道 水防法第13条の2の規定に基づき、都道府県知事または市町村長が内

水により相当な損害を生ずるおそれがあるものとして指定した公共下

水道等の排水施設等。 

 

 

（略） （略） 

雨水出水特別警

戒水位 

（内水氾濫危険

水位） 

（略） 

 

表1－2 用語の定義（2） 

用  語 定  義 

水防警報 河川、湖沼、または海岸において、洪水、津波または高潮による損害

が生じるおそれがある場合に発表される。 

国土交通省または都道府県が、水防管理団体の水防活動に指針を与

えるために発表する。 

 

 

 

 

 

 

第１章 総則 

第1節 用語の定義 

表1－1 用語の定義(1) 

用  語 定  義 

洪水予報河川 水防法第10条第2項、第11条第1項、気象業務法第14条の2第2項

及び第 3 項の規定に基づき、国土交通大臣または都道府県知事が洪水

により国民経済上重大又は相当な損害が生じるおそれがあるものとし

て指定した河川で、気象庁長官と共同して、一般に洪水の生じるおそ

れの状況を基準地点の水量又は流量を示して洪水予報を行い、報道機

関の協力を求めて一般に周知することとしている河川。 

（略） （略） 

水位周知下水道 水防法第13条の2の規定に基づき、都道府県知事または市町村長が内

水により相当な損害を生ずるおそれがあるものとして指定した公共下

水道等の排水施設等で内水氾濫危険水位を定め、水位がこれに達した

ときは、その旨を当該排水施設等の水位を示して、必要に応じ報道機

関の協力を求めて、これを一般に周知することとしている。 

（略） （略） 

内水氾濫危険水

位 

（雨水出水特別

警戒水位） 

（略） 

 

表1－2 用語の定義（2） 

用  語 定  義 

水防警報 国土交通大臣又は都道府県知事が、洪水、津波又は高潮により国民経

済上重大又は相当な損害が生じるおそれがあると認めて指定した河

川、湖沼又は海岸について、国土交通大臣又は都道府県知事が、洪水、

津波又は高潮によって災害が起こるおそれがあるとき、水防を行う必

要がある旨を警告して発表する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

P2 

文言修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

P4 

文言修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



水防計画 新旧対照表 

 

現 行 修正案 備考 

 

第７節 札幌市の地域特性 

第１ 自然条件 

2）気象の概要 

 日本は北海道気候区をはじめとする6気候区に分類される。札幌市は、平均気温0℃以下の

月が４ヵ月程度あり、冬に降水量が多い地域として、北海道気候区と日本海側気候区の両者に

属する。 

 札幌市は、8月から９月にかけて最も降水量が多くなっており（図1－5参照）、この時期に

台風や集中豪雨等による水害が発生する危険性が高い時期と言える。 

（略） 

 

第３章 通信連絡 

第２節 水防に係る予警報について 

水防に係る予警報の発表基準等について示す。 

図3－2 水防に係る予警報等の発表の推移 

表3－1 水防に係る予警報等の実施者及び基準等 

種類 実施者 基準等 

（略） （略） （略） 

洪水予報 

（注意報・洪水警報） 

・札幌管区気象台 
・北海道開発局札幌開発建
設部 

・北海道札幌建設管理部 

＊共同で発表する 

（略） 

（略） （略） （略） 

 

※２ （略） 

複合基準：表面雨量指数と流域雨量指数の複合値による基準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第７節 札幌市の地域特性 

第１ 自然条件 

2）気象の概要 

 日本は北海道気候区をはじめとする6気候区に分類される。札幌市は、平均気温0℃以下の

月が3ヵ月程度あり、冬に降水量が多い地域として、北海道気候区と日本海側気候区の両者に

属する。 

 札幌市は、8月から9月にかけて最も降水量が多くなっており（図1－5参照）、この時期に

台風や集中豪雨等による水害が発生する危険性が高い時期と言える。 

（略） 

 

第３章 通信連絡 

第２節 水防に係る予報及び警報について 

水防に係る予報及び警報の発表基準等について示す。 

図3－2 水防に係る予報及び警報等の発表の推移 

表3－1 水防に係る予報及び警報等の実施者及び基準等 

種類 実施者 基準等 

（略） （略） （略） 

洪水予報 

（注意報・洪水警報） 

札幌管区気象台 及び 
北海道開発局札幌開発建設
部 又は 
北海道札幌建設管理部 

により共同で発表する 

（略） 

（略） （略） （略） 

 

※２ （略） 

複合基準：表面雨量指数と流域雨量指数の組み合わせによる基準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

P14 

字句修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

P20 

文言修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



水防計画 新旧対照表 

 

現 行 修正案 備考 

 

第３節 気象注意報及び警報等の伝達体制 

第１ 気象注意報・警報等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3-3 気象注意報・警報等の伝達経路について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３節 気象注意報及び警報等の伝達体制 

第１ 気象注意報・警報等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3-3 気象注意報・警報等の伝達経路について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

P21 

情報伝達経路の追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

札幌市防災情報システム 



水防計画 新旧対照表 

 

現 行 修正案 備考 

 

第２ 指定河川の洪水予報等 

2）水位周知河川 

（略）その水位が避難の目安となる避難判断水位に到達したときには、その旨を北海道知事

及び札幌市長に通知すると共に、必要に応じ一般へ周知する。 

 

 

 

第３ 指定河川の水防警報 

 

図3－8 北海道開発局札幌開発建設部が発表する水防警報の伝達経路 

 

 

 

 

第２ 指定河川の洪水予報等 

2）水位周知河川 

（略）その水位が避難の目安となる氾濫危険水位（洪水特別警戒水位）に到達したときには、

その旨を北海道知事及び札幌市長に通知すると共に、必要に応じ一般へ周知する。 

 

 

 

第３ 指定河川の水防警報 

 

図3－8 北海道開発局札幌開発建設部が発表する水防警報の伝達経路 

 

 

 

 

P24 

字句修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

P26 

字句修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

電話 

FAXまたはメール 

電話・FAX・メール 

多重無線 



水防計画 新旧対照表 

 

現 行 修正案 備考 

 

第４節 河川水位等の観測及び連絡 

第１ 河川水位等の観測及び連絡 

（略） 

なお、39 か所の水位計のうち、25 か所（対象 23 河川。排水機場関連を除く。）の水位計

の観測結果については、国土交通省のウェブサイト「川の水位情報」によりインターネット上

で情報を公開しており、「川の水位情報」は、「札幌市防災アプリ（そなえ）」及び国土交通省

の「川の防災情報」からもアクセスすることができる。   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3-10 河川水位等の観測及び連絡 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４節 河川水位等の観測及び連絡 

第１ 河川水位等の観測及び連絡 

（略） 

なお、39 か所の水位計のうち、25 か所（対象 23 河川。排水機場関連を除く。）の水位計

の観測結果については、国土交通省のウェブサイト「川の水位情報」によりインターネット上

で情報を公開しており、「川の水位情報」は、「札幌市防災アプリ（そなえ）」、さっぽろ防災ポ

ータル及び国土交通省の「川の防災情報」からもアクセスすることができる。   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3-10 河川水位等の観測及び連絡 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

P27 

文言追加 

 

 

 

 

 

P27 

情報伝達経路の追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

札幌市防災情報システム 



水防計画 新旧対照表 

 

現 行 修正案 備考 

 

第２ ダム放流の連絡 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3－12 藻岩ダム及び砥山ダムの放流通報の連絡系統 

 

第６節 水防活動の連絡について 

第２ 市民等に対する情報の提供等 

水害情報の総括の役割を担う危機管理局は、北海道開発局札幌開発建設部、北海道札幌建設

管理部及び札幌市各部局等より入手した防災情報について、報道機関や各区役所、電話・FAX・

ホームページ・SNS（Twitter、LINE）等を通じて市民、各施設管理者及び自主防災組織へ広報

し、自主的な水防活動及び避難活動等を促す。 

 

第３ 浸水想定区域内における地下施設等への情報提供 

2）対象とする施設の範囲 

 ア 地下街等の地下施設 

◆ 不特定多数のものが利用する地下街等、地下施設（浸水想定区域内） 

(1) 地下街（ｱﾋﾟｱ､ｵｰﾛﾗﾀｳﾝ､ﾎﾟｰﾙﾀｳﾝ）、地下鉄駅舎（ｺﾝｺｰｽ含）、札幌駅北口地下通路、 

札幌駅前通地下歩行空間 

(2) 上記施設に地下接続するビル施設のうち資料編で定めるもの 

(3) 大規模地下駐車場（札幌大通、北一条、札幌駅北口） 

 

第２ ダム放流の連絡 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3－12 藻岩ダム及び砥山ダムの放流通報の連絡系統 

 

第６節 水防活動の連絡について 

第２ 市民等に対する情報の提供等 

水害情報の総括の役割を担う危機管理局は、北海道開発局札幌開発建設部、北海道札幌建設

管理部及び札幌市各部局等より入手した防災情報について、報道機関や各区役所、電話・FAX・

ホームページ・SNS（Ⅹ、LINE）等を通じて市民、各施設管理者及び自主防災組織へ広報し、

自主的な水防活動及び避難活動等を促す。 

 

第３ 浸水想定区域内における地下施設等への情報提供 

2）対象とする施設の範囲 

 ア 地下街等の地下施設 

◆ 不特定多数のものが利用する地下街等、地下施設（浸水想定区域内） 

(1) 地下街（ｱﾋﾟｱ､ｵｰﾛﾗﾀｳﾝ､ﾎﾟｰﾙﾀｳﾝ）、地下鉄駅（削除）、札幌駅北口地下通路、 

札幌駅前通地下歩行空間、西２丁目地下歩道 

(2) 上記施設に地下接続するビル施設のうち資料編で定めるもの 

(3) 大規模地下駐車場（札幌大通、北一条、札幌駅北口） 

 

 

P28 

伝達経路の修正、字句

修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

P32 

名称変更に伴う修正 

 

 

 

 

 

P33 

文言修正、対象施設追

加 

 

 

 

 



水防計画 新旧対照表 

 

現 行 修正案 備考 

 

3）避難情報等の伝達方法 

市は、上記 2)で定めた施設について、洪水時に円滑かつ迅速な避難の確保が図られるよう

避難情報等をマスコミ（テレビ・ラジオ）、ホームページ、SNS(Twitter、LINE)、緊急速報メ

ール、電話、FAX等により確実に伝達する。 

 

表3－8 対象となる要配慮者利用施設の範囲（想定浸水深が0.5m以上の区域に限る） 

表中の「認定子ども園」 

 

 

第４章 水防活動 

第４節 避難情報 

 

表4－3 避難指示等の実施者 

実施責任者 実施要件 根拠法令等 

市長 

（本部長） 

避難指示 

緊急安全確保 

生命の保護、水害の拡大

防止のため特に必要があ

ると認めるとき 

災害対策基本法第60条 

高齢者等避難 

水害発生のおそれがあ

り、要配慮者の円滑かつ

迅速な避難を確保する必

要があると認めるとき 

災害対策基本法第56条 

水防管理者 避難指示 
著しい危険が切迫してい

ると認められるとき 
水防法第29条 

知事又はそ

の命を受け

た職員 

避難指示 
著しい危険が切迫してい

ると認められるとき 
水防法第29条 

警察官 
避難指示 

避難命令 

市長等がその措置を行う

いとまがないとき、ある

いは市長からの要請があ

ったとき（指示） 

特に急を要するとき（命

令） 

 

 

災害対策基本法第61条 

警察官職務執行法第4条 

自衛官 避難指示 
危険な事態が発生した場

合で特に急を要する場合 
自衛隊法第94条 

 

 

3）避難情報等の伝達方法 

市は、上記 2)で定めた施設について、洪水時に円滑かつ迅速な避難の確保が図られるよう

避難情報等をマスコミ（テレビ・ラジオ）、ホームページ、SNS(Ⅹ、LINE)、防災アプリ、緊急

速報メール、電話、FAX 等により確実に伝達する。 

 

表3－8 対象となる要配慮者利用施設の範囲（想定浸水深が0.5m以上の区域に限る） 

表中の「認定こども園」 

表中の学校関連施設の「義務教育学校」 

 

第４章 水防活動 

第４節 避難情報 

 

表4－3 避難指示等の実施者 

実施責任者 実施要件 根拠法令等 

市長 

（本部長） 

避難指示 

緊急安全確保 

生命の保護、水害の拡大防

止のため特に必要がある

と認めるとき 

災害対策基本法第60条 

高齢者等避難 

水害発生のおそれがあり、

要配慮者の円滑かつ迅速

な避難を確保する必要が

あると認めるとき 

災害対策基本法第56条 

水防管理者 避難指示 
著しい危険が切迫してい

ると認められるとき 
水防法第29条 

知事又はそ

の命を受け

た職員 

避難指示 
著しい危険が切迫してい

ると認められるとき 
水防法第29条 

警察官 

避難指示 

緊急安全確保 

避難命令 

市長が避難のための立退

き若しくは緊急安全確保

措置を指示することがで

きないと認めるとき、又は

市長から要求があったと

き（指示・緊急安全確保） 

特に急を要するとき（命

令） 

災害対策基本法第61条 

警察官職務執行法第4条 

自衛官 避難指示 
危険な事態が発生した場

合で特に急を要する場合 
自衛隊法第94条 

 

P33 

名称変更に伴う修正 

 

 

 

P34 

字句修正、対象施設の

追加 

 

 

P43 

文言修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



水防計画 新旧対照表 

 

現 行 修正案 備考 

 

第６節 避難場所の開設・運営等 

第１ 避難場所の開設 

（略） 

開設する避難場所の情報については、水害の状況に応じて報道関係機関、緊急速報メール及

びインターネット（ホームページ）等を通じて地域住民等へ伝達する。 

 

 

第６節 避難場所の開設・運営等 

第１ 避難場所の開設 

 （略） 

開設する避難場所の情報については、水害の状況に応じて報道関係機関、緊急速報メール及

びインターネット（ホームページ）、防災アプリ、SNS等を通じて地域住民等へ伝達する。 

 

 

 

 

 

 

 

P45 

字句修正 

 

 


